


協議会において協議・検討していく
 

基本事項（１０項目）

11

①対象区域
対象区域は、「勢田川、五十鈴川、大湊川及び宇治山田港の
河川区域と港湾区域との重複区域及び当該区域に面する施設」
とします。

○資料Ｐ６参照

②広報関係
ホームページ、看板、広報誌などを使って、随時、啓発活動を
行っていくことについて協議・検討します。

○事務局において随時行っていく。
○前回協議会以降実施：資料Ｐ１０～Ｐ１２参照



協議会において協議・検討していく
 

基本事項（１０項目）
③係留船舶実態調査
放置船舶の対策に必要な係留船舶調査を実施することについて
協議・検討します。

○Ｈ２１．１２月～Ｈ２２．１月に調査を実施。９５１隻のうち船溜まり以外に係

 留されている放置船舶は６００隻（所有者判明４９３隻、不明１０７隻）だった。
○前回協議会以降実施：所有者判明の４９３隻について、船種、船検切れ、

 船籍港等の調査を実施。

22

④強制的な撤去措置
所有者が確認できない船舶や、所有者が確認できても係留施設
へ移動しない船舶に対して、簡易代執行や行政代執行を行って
いくことについて協議・検討します。

○所有者不明船から強制撤去を行っていく。
Ｈ２２．１．２９に船舶２隻、桟橋５基について強制撤去を実施した。
○前回協議会以降実施：資料Ｐ９参照



協議会において協議・検討していく
 

基本事項（１０項目）

33

⑤民間マリーナ調査
近隣にある民間マリーナの状況について把握し、係留施設の協
議・検討に反映させます。

○近隣にあるマリーナと、空き数を調査した。
○Ｈ２２．７．１２及び２２に民間事業者への聞き取り調査を実施。

⑥暫定係留施設
恒久的な施設を整備するまでの暫定的な係留場所、施設につい

 て協議・検討します。

⑦恒久的係留保管施設
マリーナ等の恒久的な係留施設の整備・設置について協議・検
討します。

○新たな受け皿となる係留施設について引き続き検討。



協議会において協議・検討していく
 

基本事項（１０項目）

44

⑧重点的撤去区域の設定（河川）
河川法に基づく強制的な撤去措置の対象区域を設定することに
ついて協議・検討します。

○河川関係通達に基づく設定。
○基本的には受け皿となる係留施設の状況などを見て設定。

ただし、船舶撤去後の空きスペースに桟橋が設置されたことから、
再係留防止対策としてＨ２２．４．１、先行して部分的に重点的撤去区域

 を設定。（資料Ｐ７～８参照）

⑨放置等禁止区域の指定（港湾）
港湾法に基づき、放置等を禁止する物件と区域を指定すること
について協議・検討します。

○港湾法に基づく指定。
○受け皿となる係留施設の状況などを見て指定



⑩条例制定の要否・可否について
条例の要否・可否について協議・検討します。

55

○

 
⑧⑨の設定・指定区域を見ながら要否を検討。

協議会において協議・検討していく
 

基本事項（１０項目）



対象区域

対象区域は、対象区域は、

勢田川、五十鈴川、大湊川勢田川、五十鈴川、大湊川

及び宇治山田港及び宇治山田港

の河川区域と港湾区域とのの河川区域と港湾区域との
 重複区域及び当該区域に重複区域及び当該区域に

 面する施設とする。面する施設とする。

施設前面の水面は、施設前面の水面は、

施設管理者が施設管理者が

基本的に管理を行います。基本的に管理を行います。

66



平成22年4月1日、再係留防止対策として、強制的な撤去措
 置を行った箇所に重点的撤去区域を設定しました。

１）重点的撤去区域の設定

（１）報告事項

77

自主撤去（H22.4.12確認）



１）重点的撤去区域の設定
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①老朽化した放置船舶の船尾沈

 没により、水質事故が発生

 (H22.5.27)

水質事故現場

原因船引揚場所

一色大橋

勢田川防潮水門

②ｵｲﾙﾌｪﾝｽによる事故対策

③強制的な撤去措置（H22.5.28）

２）強制的な撤去措置

99

① ② ③



H22.3.20
中日新聞朝刊

H22.3.20
伊勢新聞

伊勢ケーブルテレビでも放映

第２回勢田川等水面利用対策協議会

 

開催

三重河川国道事務所ホームページ

３）広報関係
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三重河川国道事務所ホームページ

重点的撤去区域の設定

1111

３）広報関係

現地への公示状況



伊勢市の広報誌「広報いせ」 平成22年6月号19ページ

重点的撤去区域の設定

伊勢市ホームページ

1212

３）広報関係



（２）協議・検討事項
第２回協議会資料抜粋

1313



（２）協議・検討事項

1414

第２回協議会資料抜粋



船舶実態調査の精査

対象船舶の絞り込み

現状施設の活用

民間事業者の活用

1515

１）対策を実施していくための基本的な考え方について

船舶の種別毎による対策

新たな係留施設に
ついては引き続き検討

係留施設

対象船舶

－①

－②

当面

－③

－④



①対象船舶の絞り込み
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受け皿施設への対象
船舶とする３条件

漁船登録の検認を受けている、
又は、船舶検査書の有効期間内である。

漁船法、小型船舶の登録等に関する法律
などに違反していない。
（船舶への登録番号の表示など）

所属漁協、又は、船籍港が伊勢市内と
なっている。

係留船舶数
951隻

船溜り以外
600隻

船溜り
35１隻

所有者
判明

493隻

所有者
不明

107隻

所有者
判明

295隻

所有者
不明
56隻

①②③の条件

 

を満たしている

393隻

満たして

 
いない
100隻

強制的な
撤去措置

・自走可能

 

・老朽化
・船検切れ

 

・未使用
・登録番号の表示
・地元の船



②船舶の種別毎による対策

1717
※ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ他にはﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ、機付ﾖｯﾄなども含まれる。

漁船
２３隻

遊漁船
２８７隻

ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ他
８３隻

優先的に現状施設
の活用を認める

生計、公共・公益
のための使用と
認められるもの

その他
使用目的により
係留施設を検討

公共・公益の使用
と認められるもの

その他
基本的に民間事業
者の施設へ係留

船
舶
所
有
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
又
は

聞
き
取
り
調
査
が
必
要
と
な
る
。

優先的に現状施設
の活用を認める

優先的に現状施設
の活用を認める

３９３隻



五十鈴川

大湊川

勢田川

今一色漁港区

1818

③現状施設の活用

漁船については、優先的に現状施設の活用を認める。

係留施設として優先的に活用を認める箇所



一色町地先船だまり

勢田川

1919

～課題～
・占用（管理）主体の決定
・現在係留されている船舶の見直し

係 留 船 舶 数

所有者判明 所有者不明

漁船 ４隻 －

遊漁船 ３１隻 ９隻

ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ他 １３隻 １隻

③現状施設の活用



勢田川

係 留 船 舶 数

所有者判明 所有者不明

漁船 ７隻 －

遊漁船 ５隻 ９隻

ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ他 １隻 ３隻

一色町物揚場施設

～課題～
・しゅんせつが必要
・占用（管理）主体の決定
・現在係留されている船舶の見直し

2020

③現状施設の活用



勢田川

防潮水門下流（左岸）神社港

～課題～
・占用（管理）主体の決定
・現在係留されている船舶の見直し

2121

係 留 船 舶 数

所有者判明 所有者不明

漁船 １隻 －

遊漁船 ５７隻 ２隻

ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ他 ８隻 １隻

③現状施設の活用



ゴーリキマリンヴィレッジ（伊勢市大湊町）

港湾法の許可を受けている

マリーナ伊勢（伊勢市大湊町）

空 き 数

ゴーリキマリンヴィレッジ ３８隻

マリーナ伊勢 現在空き数なし

2222

④民間事業者の活用



勢田川

防潮水門下流左岸（伊勢市田尻町地先）

～課題～
・現在水域に係留している船舶の取扱い
・河川、港湾管理上やむを得ない範囲で許可 2323

新規事業者

④民間事業者の活用

陸上保管空き数 ４０隻



１）対策を実施していくための基本的な考え方について
～まとめ～

2424

対象船舶の絞り込み

民間事業者
の活用

現状施設
の活用

不足分は新たな係留施設

船舶の種別毎による対策

絞り込んだ対象船舶
を種別毎に割り振り

新たな係留施設として検討を行う箇所

現状施設の活用を認める箇所

民間事業者の活用をする箇所



２）強制的な撤去措置

2525

所有者不明の沈廃船

当面実施を予定しているもの



2626

防潮水門左岸下流防潮水門左岸下流

防潮水門左岸上流防潮水門左岸上流

重点的撤去
区域に許可
なく係留され
た船舶

撤去していく

事故・流出
のおそれが
ある沈廃船
など

２）強制的な撤去措置

当面実施を予定しているもの

下記区域内の所有者不明船



H22.3H21.11 H22.7

勢
田
川
等
水
面
利
用
対
策
協
議
会
の
設
立

勢
田
川
等
水
面
利
用
対
策
協
議
会
（第
２
回
）

勢
田
川
等
水
面
利
用
対
策
協
議
会
（第
３
回
）

協
議
会
で
検
討
し
て
い
く
事
項
の
確
認

重
点
的
撤
去
区
域
（河
川
）設
定
の
考
え
方

暫
定
係
留
施
設
の
候
補
地

簡
易
代
執
行
に
つ
い
て

係
留
船
舶
調
査
・所
有
者
調
査
結
果

広
報
関
係

（対

 策

 を

 実

 施

 し

 て

 い

 く

 た

 め

 の

 基

 本

 的

 な

 考

 え

 方

 に

 つ

 い

 て

 ）

係
留
施
設
に
つ
い
て

重
点
的
撤
去
区
域
（河
川
）に
つ
い
て

強
制
的
な
撤
去
措
置
に
つ
い
て

広
報
関
係

勢
田
川
等
水
面
利
用
対
策
協
議
会
（第
４
回
）

船
舶
所
有
者
ア
ン
ケ
ー
ト
・聞
き
取
り
に
つ
い
て

係
留
施
設
に
つ
い
て

強
制
的
な
撤
去
措
置
に
つ
い
て

広
報
関
係

2727

３）今後の予定

H23.2
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